
(令和7年4月1日～令和8年3月31日)

（単位：千円）
予算額 前年度予算額 比較増減 備考

Ⅰ

１　事業活動収入

1 1 0

① 基本財産利息収入 1 1 0

930 191 739

① 特定資産利息収入 930 191 739 金銭信託の配当率上昇

20,636 21,687 △ 1,051

① 一般納付金収入 18,634 19,685 △ 1,051 加入市町村議員の減少

② 特別納付金収入 2,002 2,002 0

1 1 0

① 賠償金収入 1 1 0

⑸ 雑収入 2 2 0

① 受取利息 1 1 0

② 雑収入 1 1 0

21,570 21,882 △ 312

12,240 12,357 △ 117

11,868 11,868 0

ア 療養補償費 6,500 6,500 0 直近10年で最も支出した年度をもとに見込額を計上

イ 休業補償費 1 1 0

ウ 傷病補償年金 1 1 0

エ 障害補償費 2 2 0 年金と一時金それぞれ名目計上

オ 介護補償費 1 1 0

カ 遺族補償費 4,417 4,417 0 継続2件分

キ 葬祭補償費 1 1 0

ク 福祉事業費 945 945 0 継続2件分

372 489 △ 117

ア 研修費 372 489 △ 117 職員研修会の費用減少

科　　　目

収　支　予　算　書

事業活動収入計

　事業活動収支の部

⑴ 基本財産運用収入

⑶ 納付金収入

⑷ 賠償金収入

⑵ 特定資産運用収入

⑴ 事業費支出

② 研修費支出

① 補償費支出

２　事業活動支出
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予算額 前年度予算額 比較増減 備考科　　　目
1,802 1,933 △ 131 一般納付金収入の10％以内（業務規程第17条）

① 会議費 203 220 △ 17

② 旅費交通費 668 757 △ 89

③ 通信運搬費 42 42 0

④ 消耗品費 24 49 △ 25

⑤ 印刷製本費 30 30 0

⑥ 委託費 60 60 0 ホームページ維持管理費

⑦ 負担金 500 500 0 事務委託費

⑧ 公租公課 120 120 0

⑨ 雑費 155 155 0

14,042 14,290 △ 248

7,528 7,592 △ 64

Ⅱ 0

１　　投資活動収入 0

(1) 特定資産取崩収入 5,362 5,362 0

① 特定預金取崩収入 5,362 5,362 0

② 投資有価証券売却収入 0 0 0

5,362 5,362 0

２　　投資活動支出 0

(1) 特定資産取得支出 19,329 19,419 △ 90

① 特定預金取得支出 19,329 19,419 △ 90

② 投資有価証券取得支出 0 0 0

19,329 19,419 △ 90

△ 13,967 △ 14,057 90

Ⅲ 1,000 1,000 0

△ 7,439 △ 7,465 26

7,439 7,465 △ 26

0 0 0次期繰越収支差額

前期繰越収支差額

当期収支差額

投資活動収入計

投資活動支出計

　　　投資活動収支差額

予備費支出

　投資活動収支の部

⑵ 管理費支出

　　　事業活動収支差額

事業活動支出計
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